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平成２７年度 政府予算案（大阪府関係）の決定内容（概要） 
 

平成 27 年 1 月 15 日 

大   阪   府 

 

注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

主要最重点項目 

１．大都市圏の成長を通じた日本の 

再生 

（１）大阪都市圏の競争環境の整備 

◇国家戦略特区を核とした大阪の 

競争力強化 

 ・トップレベルが実質的に議論でき 

る区域会議の運営、更なる規制改革 

 ・特区税制の措置 

   法人税引き下げ、地方税減税 

相当額の課税所得不算入、 

パテントボックス税制 等 

 

◆概算要求の状況 内閣府、厚生労働省 

「国家戦略特区」の推進               〔全〕５．０億円 

                         （〔全〕１．９億円）

雇用労働相談センター設置経費            〔全〕５．０億円 

                         （〔全〕５．０億円）

 

 

      〔全〕３．１億円 

 

      〔全〕５．０億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・H26.5.1 大阪府、兵庫県及び京都府が関西圏国家戦略特別区域に指定されるとともに、区域方針が決定。 

・特区担当大臣、知事等の参加による「関西圏 国家戦略特別区域会議」を H26.6.23、H26.9.24 の計２回 

開催し、H26.9.30（第 1 回）、H26.12.19（第 2 回）に区域計画が認定。 

・27 年度税制改正大綱において、地方税減税相当額の課税所得不算入については認められなかったが、エンジ

ェル税制の適用要件の緩和等が盛り込まれた。 

 

◇うめきた２期区域の都市空間創造に

向けた制度強化 

 ・公的機関による土地取得・保有が 

できる制度の創設 

 ・補助金の国費率の引き上げ 等 

◆予算項目以外の状況 総務省、国土交通省 

・公的機関が鉄道・運輸機構所有地の更地後の土地を一時期間保有する制度については、制度創設に至らなかっ

たが、現行制度の枠組みでの対応を調整中。 

・地下化・新駅設置などの基盤整備、防災機能を備えた大規模な緑地整備を円滑に進めるための事業費の確保に

ついては、一定予算措置される予定だが、補助制度の国費率の引き上げ等の拡充は実現していない。 

◇統合型リゾート（ＩＲ）の立地実現 

 ・国民的議論、セーフティネット 

対策、早期法制化、大阪への立地 

◆予算項目以外の状況 

 H26.11 衆議院解散に伴いＩＲ推進法案廃案 

 

◇国際戦略総合特区等に係る一層の 

環境整備 

 ・支援措置を積極的に活用できる 

環境整備、国家戦略特区の支援措置

との使い分け 

 

◆概算要求の状況 内閣府 

「総合特区制度」の推進             〔全〕１０１．２億円 

                       （〔全〕 ９９．７億円）

総合特区推進調整費               〔全〕 ９５．０億円 

                   うち優先課題推進枠３４．０億円 

                       （〔全〕 ９５．０億円）

                  （うち優先課題推進枠 ８．０億円）

 

    〔全〕 ５６．１億円 

 

    〔全〕 ５０．０億円 

 

 

◆予算項目以外の状況 

・「関西イノベーション国際戦略総合特区」の認定プロジェクト数は全国最多の 49 プロジェクト・90 案件。 

（第 11 回計画認定時点（11/28）） 

・「関西イノベーション国際戦略総合特区」の指定エリアは９地区 55 箇所。 

（総合特区の指定（H23.12）以降、３回区域を追加） 

・26 年度税制改正大綱において総合特区の税制上の支援措置の適用期限延長（～H28.3.31）が決定。 

 ⇒H26.4 租税税特別措置法改正 

 ・ＰＭＤＡ関西支部の機能強化に 

向けた大学・研究機関等における 

人材育成や研究基盤への財政支援

等 

 ・(独)日本医療研究開発機能の創薬 

に係る司令塔機能の大阪への設置 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

医療分野の研究開発促進関連予算         〔全〕１，２５９億円 

                       （〔全〕１，０２２億円）

 

    〔全〕  ９９４億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・H26.5 独立行政法人日本医療研究開発機構法が成立 

 H26.12.8 国の健康医療・戦略参与会合において、日本医療研究開発機構の組織体制案公表 

・創薬に係る司令塔機能の大阪への設置については、継続して働きかけているところ。 

※金額上段：27 年度要求額

（下段：26 年度予算額）
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

 ・ＢＮＣＴ医療研究拠点を形成する 

ための集中的な支援措置 

 

◆概算要求の状況 健康・医療戦略推進本部（文科省、厚労省、経産省） 

医療分野の研究開発関連予算           〔全〕２，２４３億円 

               内訳：文科 897､厚労 1,065､経産 281 

                       （〔全〕１，９５５億円）

               （内訳：文科 770､厚労 931､経産 254）

 

    〔全〕１，９７１億円 

 内訳：文科 809､厚労 903､ 

経産 261 

  ※端数処理により合計額と

内訳は一致しない 

◆予算項目以外の状況 

・国の健康・医療戦略（H26.7.22 閣議決定）において、ＢＮＣＴの医療研究拠点の形成が関西における先駆的

取組の一つに取り上げられ、国の施策推進においても連携・協力していくことが明記。 

・H27.4.1 国立研究開発法人日本医療研究開発機構が発足予定。 

◇規制改革の推進 

 ・「大阪府市規制改革会議」提言を 

踏まえた規制緩和措置 

 

◆予算項目以外の状況 

・H26.8 内閣府の規制改革ホットラインへ会議提言（26 件）を提案 

       →H26.10～11 所管省庁が 20 件の検討結果を公表 

       （対応可：2 件、検討着手：4 件、対応不可：10 件、その他：4 件） 

     会議提言のうち「外国人創業基準の緩和」について、国家戦略特区の提案を行った結果、創業人材等

の多様な外国人の受入れ促進に向けた特例が検討されることとなった。 

・H26.12 対応不可となった項目も含む府市の提言について、国の規制改革会議（地域活性化ワーキンググル

ープ）において、７件が検討項目に挙げられ、今後、優先的に検討されることとなった。 

（２）都市基盤等の強化 

◇双眼型国土構造における広域交通 

インフラの確保 

 ・北陸新幹線の大阪までの米原 

ルートによるフル規格での整備 

 ・新名神高速道路の全線完成 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

北陸新幹線等整備新幹線の着実な整備         〔国〕事項要求 

                         （〔国〕７２０億円）

 ※北陸新幹線（金沢・敦賀間）等、整備新幹線新規着工区間の前倒しに 

ついて事項要求。 

 

      〔国〕７５５億円 

 

 ※完成・開業時期を３年前倒

しし、34 年度末を目指す。 

◆予算項目以外の状況 

 新名神高速道路については、事業主体である西日本高速道路㈱が、高槻～神戸間では工事等を、八幡～高槻間

では設計等を実施中。 

◇リニア中央新幹線の全線同時開業 

 ・成長戦略への位置付け 

 ・名古屋・大阪間の整備促進手法の 

検討 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

国土形成計画（全国計画）の改定等 

○リニア中央新幹線を含む高速交通ネットワークによる 

 メガリージョンの形成に関する検討     〔国〕２．５億円の内数 

 ※27 年度概算要求よりリニア中央新幹線に関することが記載された。 

 

 

 

〔国〕1.7 億円のうち 0.1 億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H26.6 日本再興戦略の改訂に「リニア中央新幹線早期整備」が盛り込まれた。 

◇国際拠点空港としての関西国際空港

の機能強化 

 ・際内乗継機能の強化、特区制度を 

活用したグローバルサプライチェ 

ーン形成等への支援 

 ・新関空会社によるコンセッション 

の実施方針の策定や運営権者の 

選定等に対する適切な関与 

 ・高速鉄道等アクセスの事業可能性 

の検討の推進 

◆概算要求の状況 国土交通省 

関空に建設予定の新ターミナルに設置するＣＩＱ施設の整備費等 

                        〔国〕８５億円の内数 

                       （〔国〕８７億円の内数）

 

 

 

    〔国〕８３億円の内数 

 

◆予算項目以外の状況 

 H26.7 コンセッション実施方針において、運営権者による関空の国際拠点空港化に向けた方向性が明確化さ

れるとともに、運営権対価等による関空債務の解消に向けたスキームが示された。 

 

◇国際コンテナ戦略港湾阪神港の機能

強化 

 ・特区申請に盛込んだ規制緩和等の 

早期実現 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

国際コンテナ戦略港湾施策の深化と加速        〔国〕８１４億円 

                         （〔国〕６１６億円）

 

      〔国〕６８７億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 国際戦略港湾及び一定の要件を満たす国際拠点港湾の港湾運営会社（特例港湾運営会社を含む）について、国

の無利子貸付又は補助を受けて取得した荷さばき施設等に係る課税標準の特例措置を延長（２年間）等 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇新港務局設立に向けた制度改正 

 

◆予算項目以外の状況 

 新港務局設立に必要な法改正は、実現していない。 

 

◇都市圏高速道路の運営に係る新たな

仕組みの構築 

 ・料金体系一元化の H29 年度当初 

実現に向けた検討 

 ・ミッシングリンク整備等が可能と 

なる新たな償還スキーム構築等 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

地方向け補助金等公共事業関係予算 

○社会資本整備総合交付金（通常分）     〔全〕１兆  ６４４億円 

                     （〔全〕  ９，１２４億円）

 

 

  〔全〕  ９．０１８億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・H26.6、国土交通省の国土幹線道路部会において、大都市圏高速道路の管理主体を超えたシームレスな料金体

系を目指す検討を開始。並行して、阪神圏の高速道路料金体系を検討する国と地方の検討会において、29 年

度当初の阪神圏のシームレスな料金体系実現に向けた具体的な検討を進めている。 

・高速道路の更新については、H26.6、更新に伴い料金徴収期間を延長する所要の法改正。27 年度より高速道

路会社において更新事業開始予定。 

・淀川左岸線延伸部については、H25.1 より環境影響の予測、評価を実施。27 年度内に都市計画決定予定。 

２．成長と安全・安心を支える国の 

形づくり 

（１）防災・減災の推進 

◇大規模災害等への対応 

 ・府被害想定結果を前提とした財源 

措置、法制度の改正等 

 ・救援物資の調達・供給体制の構築、 

ルールの明確化 

   調達主体、調達量 

供給先広域物資拠点 等 

 ・新たな知見に基づく対策が必要と 

される課題の実施方法等の明確化 

◆概算要求の状況 内閣府、国土交通省 

地震対策の推進                  〔国〕４．６９億円 

                     内訳：内閣 2.43､国交 2.27 

                        （〔国〕２．６２億円）

                         （内訳：内閣 2.62）

 

     〔国〕２．５１億円 

 内訳：内閣 2.43､国交 0.08 

 ２６補正〔国〕２．１６億円 

      内訳：国交 2.16 

◆予算項目以外の状況 

南海トラフ巨大地震対策の動き 

 H26.3 「大規模地震防災・減災対策大綱」公表（中央防災会議） 

     「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」公表（中央防災会議） 

     「南海トラフ地震防災対策推進地域及び南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域の指定」 

（内閣総理大臣） 

 

◇災害に強い都市づくりの推進 

 ・事業の重要性・進捗を見極めた 

社会資本整備総合交付金等の 

所要額の確保、 

実施主体への適切な配分 

 ・採択要件の緩和、交付金間の 

弾力的運用等の制度改善 

 

◆概算要求の状況 

地方向け補助金等公共事業関係予算 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（通常分）【再掲】 〔全〕１兆  ６４４億円 

                     （〔全〕  ９，１２４億円）

○社会資本整備総合交付金（全国防災枠）   〔全〕     ９８億円 

                     （〔全〕     ７８億円）

○防災・安全交付金             〔全〕１兆２，６４７億円 

                     （〔全〕1 兆  ８４１億円）

 

 

  〔全〕  ９，０１８億円 

 

  〔全〕     ９５億円 

 

  〔全〕１兆  ９４７億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H26.6 国土強靭化基本計画閣議決定 

（津波浸水対策） 

 ・短期間で集中的に国費を配分可能 

な事業制度の創設 

 ・地方債の制度拡充 等 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（全国防災枠）   〔全〕     ９８億円 

               【再掲】  （〔全〕     ７８億円）

○防災・安全交付金【再掲】         〔全〕１兆２，６４７億円 

                     （〔全〕1 兆  ８４１億円）

 

  〔全〕     ９５億円 

 

  〔全〕１兆  ９４７億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 ゼロメートル地帯等における堤防の耐震・液状化対策等が重点事業に位置づけ。 

 ただし、制度創設・地方債の拡充等は実現していない。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（密集市街地の整備） 

 ・国費率の引き上げ､国費の重点配分 

 ・地方債における東日本大震災復興 

事業と同等の特別措置 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（通常分）【再掲】 〔全〕１兆  ６４４億円 

                     （〔全〕  ９，１２４億円）

○防災・安全交付金【再掲】         〔全〕１兆２，６４７億円 

                     （〔全〕1 兆  ８４１億円）

○密集市街地総合防災事業          〔全〕     ３２億円 

                               （新規）

 

  〔全〕  ９，０１８億円 

 

  〔全〕１兆  ９４７億円 

 

  〔全〕     ２４億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・密集市街地の改善が国土強靭化基本計画等に位置づけられるともに、密集市街地における総合的な環境整備に

対する新たな支援制度「密集市街地総合防災事業」の創設が盛り込まれた。 

・国費率引き上げ、地方債に関する特別措置等の制度拡充は実現していない。 

（住宅・建築物の耐震化の促進） 

 ・補助制度等の国費率の引き上げ、 

特別交付税措置の拡充 

 ・緊急支援事業の制度復活 

 ・耐震改修促進税制による所得税 

控除に係る控除額の上限撤廃 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（通常分）【再掲】 〔全〕１兆  ６４４億円 

                     （〔全〕  ９，１２４億円）

○防災・安全交付金【再掲】         〔全〕１兆２，６４７億円 

                     （〔全〕1 兆  ８４１億円）

○耐震対策緊急促進事業           〔全〕    ２００億円 

                     （〔全〕    ２００億円）

 

  〔全〕  ９，０１８億円 

 

  〔全〕１兆  ９４７億円 

 

  〔全〕    １８０億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 国費率の引き上げ等の制度拡充は、実現していない。 

（コンビナート地区における災害対策） 

 ・事業者に対する個々の技術的支援、 

財政的支援の充実・強化 

 

◆概算要求の状況 経済産業省 

石油コンビナート事業再編・強靭化等推進事業     〔全〕２２０億円 

                    うち優先課題推進枠１４０億円 

                              （新規） 

高圧エネルギーガス設備の耐震補強支援事業      〔全〕９．２億円 

                    うち優先課題推進枠９．２億円 

                              （新規） 

 

      〔全〕１１５億円 

  ２６補正〔全〕 ９５億円 

 

      〔全〕  － 億円 

  ２６補正〔全〕９．２億円 

 

◆予算項目以外の状況 

コンビナート地区災害対策の動き 

 H26.10 産業構造審議会高圧ガス小委員会（第 6 回） 

      （上記の耐震基準の見直し等高圧ガス施設の自然災害への対応等について検討中（H24.11～）） 

◇首都圏での大災害への対応 

 ・大阪・関西を首都機能のバック 

アップエリアとして位置付け 

 ・政府 BCP における首都圏外での 

政府代替拠点のあり方の検討、 

大阪を当該拠点に位置付け 

 ・大阪～首都圏間の BCP 要員の 

バス移動に必要な制度整備 等 

◆概算要求の状況 内閣府 

社会全体としての事業継続体制の構築推進      〔国〕０．６１億円 

                        （〔国〕０．６２億円）

 

 

     〔国〕０．５１億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H26.3「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」（政府ＢＣＰ）が閣議決定されたが、大阪等の東京圏外の政

府代替拠点は今後の検討課題とされた。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（２）分権型の国の形への転換 

 ①国と地方の役割分担のあり方 

◇税財源自主権の確立と国庫補助負担

金等改革 

 ・税財源の移譲と課税自主権の充実、 

それまでの間は臨時財政対策債に

依存しない一般財源総額の確保 

 ・法人住民税の一部国税化の廃止、 

地方税として復元 

 ・法人実効税率見直しにおける地方 

歳入への影響回避 

 ・国庫補助負担金等の廃止、それま 

での間は必要総額確保・制度改善 

 

◆概算要求の状況 総務省  

地方交付税                〔全〕１６兆  ４５０億円 

                    （〔全〕１６兆８，８５５億円）

○地方一般財源総額見込み６１．６兆円程度（Ｈ２６：６０．４兆円程度） 

○リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切換えを進めて

いくことを基本として、地方の税収の動向等を踏まえた一般会計からの別

枠の加算（０．５兆円）等を実施 

○26 年度から 28 年度における財源不足を折半で補填するルールに基づき、

臨時財政対策特例加算（２．０兆円）を実施 

〇極めて厳しい地方財政の現状を踏まえ、地方交付税の本来の役割である財

源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるようにすることや、地方の

創生と人口減少の克服に必要な財源を安定的に確保する必要があることか

ら、交付税率の引上げを事項要求 

 

 〔全〕１６兆７，５４８億円 

 

 〔全〕６１兆５，４８５億円 

 〔全〕   ２，３００億円 

 

 

 〔全〕 １兆１，９０９億円 

◆予算項目以外の状況 

国庫補助負担金等の廃止関係 

・必要な財源を移譲した上での国庫補助金等の廃止は実現していない。 

◇社会保障制度の見直し・構築における

地方との協議等 

 ・国民健康保険制度、後期高齢者 

医療制度、介護保険制度、障がい者

総合支援制度、子ども・子育て支援

新制度、生活保護制度、生活困窮者

自立支援制度 等 

 ・給付・負担の公平性を重視した改革 

 

◆予算項目以外の状況 

 H24.2「社会保障・税一体改革大綱」閣議決定 

 H24.4 介護報酬改定（1.2％引き上げ）、障がい福祉サービス等報酬改定（2.0％引上げ） 

 H24.6 障害者自立支援法の改正法として「障害者総合支援法」成立（H25.4 から段階的に施行） 

 H24.8 社会保障・税一体改革関連８法成立（子育て・年金・税政） 

 H24.11～H25.8 社会保障制度改革国民会議開催（年金・医療保険・介護・少子化） 

 H25.1 「社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告書」取りまとめ 

 H25.8 社会保障制度改革国民会議報告書を取りまとめ 

      （国民健康保険制度の保険者の都道府県移行や介護サービスの効率化・重点化等） 

     「法制上の措置」骨子を閣議決定 

     生活扶助基準の見直し（３年間で段階的に見直し ３年間の効果額：約 670 億円） 

 H25.12 「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」成立 

      「生活保護法の一部を改正する法律」成立（H26.1・H26.7 施行、H27.4 施行予定） 

      「生活困窮者自立支援法」成立（H27.4 施行予定） 

 H26.4 生活扶助基準の見直し（国民の消費動向（消費税の影響含む）を勘案 ＋2.9％） 

     介護報酬改定（消費税対応分） 

 H26.6 医療介護総合確保推進法成立・施行（介護保険法改正（H27.4 施行予定）） 

 H26.8 国保基盤強化協議会中間整理取りまとめ 

 H27.4 障がい福祉サービス等報酬改定、介護報酬改定（予定） 

 ②地方分権改革の推進 

◇全国の先駆けとなる改革の具体化 

 ・地方分権型道州制の実現 

 ・国出先機関移管法案の国会提出・ 

成立 

 ・一般国道直轄区間の権限移譲に 

必要な財源確保 

 ・ハローワーク特区における検証 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

労働市場全体としてのマッチング機能の強化       〔全〕２１億円 

                          （〔全〕１３億円）

 

       〔全〕２１億円 

◆予算項目以外の状況 

地方分権型道州制関係 

・道州制推進基本法案の H27 通常国会への議員提案について検討されているところ。 

国出先機関改革関係 

・国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案（広域連合への丸ごと移管）については、Ｈ24.11 の閣

議決定後動きはないが、これとは別に 26 年度より、事務・権限の移譲、地方に対する規制緩和を対象として、

国が全国的な制度改正の提案を募集する「提案募集方式」が制度化された。 

道路移管財源関係 

・H25.12.20 閣議決定において移管路線の維持管理費を交付税措置することとされたが、所要額確保が判明し

ないことから、「提案募集方式」を活用して積算方法等の提示を求めているところ。 

ハローワーク関係 

・「提案募集方式」を活用してハローワークの都道府県への移管、特に「わかものハローワーク」等の先行移管

を提案しているところ。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

最重点項目 

１．セーフティネットの整備 

◇福祉医療費公費負担制度の創設、 

 地方単独事業に対する国庫負担金 

減額措置の廃止 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

市町村の国民健康保険助成に必要な経費    〔全〕３兆４，０９３億円 

                     （〔全〕３兆３，４９７億円）

国保組合の国民健康保険助成に必要な経費   〔全〕  ３，０９７億円 

                     （〔全〕  ３，０６０億円）

 

  〔全〕３兆４，６７９億円 

 

  〔全〕  ３，００５億円 

 

◇医師養成と地域別・診療科目別偏在 

是正対策の推進 

◇救急医療等に係る診療報酬の効果 

検証及びその見直し 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

医療従事者等の確保・養成    ※〔全〕事項要求（概算要求額は非公表）

                     （※〔全〕９０４億円の内数）

             ※地域医療介護総合確保基金（医療分）の内数 

 

  ※〔全〕９０４億円の内数 

 ※地域医療介護総合確保基金 

      （医療分）の内数 

◆予算項目以外の状況 

 診療報酬制度については、26 年度に改定され、現在国が検証等を実施中。 

◇がん検診に対する財政措置 

 ・市町村に対する財政措置 

◇がん診療拠点病院指定制度の見直し 

 ・大都市圏特有の事情を考慮した 

指定制度の弾力的な運用 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

がん検診の推進                  〔全〕３１．５億円 

                        （〔全〕２６．４億円）

がん診療連携拠点病院機能強化事業         〔全〕２６．７億円 

                        （〔全〕３９．７億円）

 

     〔全〕２５．１億円 

 ２６補正〔全〕 ６．１億円 

     〔全〕２６．７億円 

 

◇医療・介護サービスの提供体制改革の

ための新たな財政支援制度 

 ・地方の自主性を尊重し、実情に 

応じた制度設計 

 ・将来にわたり地方の財政負担を 

生じさせない制度設計 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

地域医療介護総合確保基金     〔全〕事項要求（概算要求額は非公表）

                         （〔全〕９０４億円）

                     （うち府への措置額３３億円）

 

    〔全〕１，６２８億円 

 

 

◆予算項目以外の状況 

 H26.6 医療介護総合確保推進法成立・施行 

      →法施行により、都道府県に地域医療介護総合確保基金を設置（都道府県負担１／３） 

       対象事業は、26 年度は医療分野のみ、27 年度からは医療分野・介護分野 

◇肝炎治療特別促進事業に係る対策 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

肝炎治療特別促進事業                〔全〕１２２億円 

                         （〔全〕１００億円）

 

      〔全〕 ８６億円 

 

◇児童相談所等における職員配置基準

等の見直し 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

児童虐待防止対策の推進、社会的養護の充実    〔全〕１，０７４億円 

                       （〔全〕１，０３２億円）

 

    〔全〕１，１８１億円 

 

２．誰もが安心して暮らせる大阪の 

実現 

（１）子どもの「学び」と「はぐくみ」

を支える教育施策等の充実 

◇教職員定数の改善 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

義務教育費国庫負担金            〔全〕１兆５，２５８億円 

                     （〔全〕１兆５，３２２億円）

教職員定数の改善                    ２，７６０人 

○授業革新等による教育の質の向上             （５８０人）

 ・課題解決型授業（アクティブ・ラーニング）の推進     ３００人 

 ・授業革新に向けた研修の充実               １００人 

 ・小学校における専科指導の充実              １５０人 

 ・学制改革への対応（小中一貫教育の充実）          ３０人 

○チーム学校の推進                  （１，０１０人）

 ・学校マネジメント機能の強化（教頭・主幹教諭等の充実）  ２３０人 

 ・学校の事務機能の強化                  ５００人 

 ・養護教諭・栄養教諭等の配置充実             １３０人 

 ・専門人材の配置充実                   １５０人 

  （学校司書､ＩＣＴ専門職員､地域連携担当職員等の充実） 

○個別の教育課題への対応                 （７００人）

 ・家庭環境や地域間格差など教育格差の解消         ２００人 

  （学力保障に必要な教員の加算措置） 

 ・いじめ等の問題行動への対応               １９０人 

 ・特別支援教育の充実                   ３１０人 

○学校規模の適正化への支援                （４７０人）

 ・学校統合に係る支援                   ３５０人 

 ・複式学級編制の標準の引き下げ              １２０人 

 

※教員給与の改善 

 ・部活動手当等の改善：3,000 円→3,600 円（H28.1～） 

 

  〔全〕１兆５，２８４億円 

 

新たな定数措置   ９００人 

         （２００人） 

          １００人 

            －人 

          １００人 

            －人 

         （２３０人） 

          １００人 

 

           ３０人 

          １００人 

 

         （２５０人） 

          １００人 

 

           ５０人 

          １００人 

         （２２０人） 

          ２００人 

・過疎地の小規模校への支援 ２０人 

自然減･統合減･合理化減 ▲4,000 人 

※人事院勧告反映による給与改定 

 ・部活動手当の改善見送り 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇グローバル人材育成のための英語 

教育改革 

 ・地方が特色を活かして実践できる 

教育環境整備 

 ・４技能を重視した大学入試制度改革  

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業       〔全〕１８億円 

                          （〔全〕 ６億円）

地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業 

                           〔全〕２１億円 

                          （〔全〕１３億円）

 

       〔全〕 ７億円 

 

 

       〔全〕１５億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H26.12.22 中央教育審議会「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、

大学入学者選抜の一体的改革について（答申）」取りまとめ 

◇就学支援金制度の拡充、高校生修学 

支援基金の運用期限の延長等 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

高等学校等就学支援金              〔全〕２，９１０億円 

                       （〔全〕２，９１０億円）

※高校生修学支援基金の積み増し、運用期限の延長は実現していない。 

 

    〔全〕２，９９５億円 

 

 

（２）安心して生活ができる活力ある 

大阪に向けた環境整備 

◇世界的スポーツ大会の効果の全国的

波及 

 

◆概算要求の状況 文科省、厚労省、外務省、法務省、総務省、環境省 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック大会関連予算 

                        〔全〕１，９３１億円 

   内訳：文科 358､厚労 1,100､外務 1､法務 184､総務 277､環境 11 

2019 年ラグビーワールドカップ普及啓発事業     〔全〕１．３億円 

 

 

        ※詳細確認中 

 

◆予算項目以外の状況 

H26.10 内閣に東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部を設置、基本方針を策定 

     国有財産の無償使用、寄附金付き郵便はがき発行の特例等の措置を講ずる特別措置法案を閣議決定 

    ・寄附金付き郵便はがき発行の特例等の措置を講ずる「平成三十一年ラグビーワールドカップ大会特別

措置法案」を閣議決定 

◇性犯罪被害者支援体制整備の推進 

 ・民間主体のワンストップ支援 

センターへの財政支援措置 

 

◆概算要求の状況 内閣府 

女性に対する暴力の防止に関する調査研究等経費 

○性犯罪被害者等のための総合支援に関する    〔全〕０．５０億円 

 実証的調査研究                （〔全〕０．３８億円） 

 

 

     〔全〕１．００億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H26.6 性犯罪被害者のためのワンストップセンターの設置促進について、地方公共団体における取組の現状

を調査検討した結果を「性犯罪被害者支援に関する調査研究」報告書に取りまとめ。 

◇子どもに対する性犯罪の再犯防止 

対策の推進 

◆予算項目以外の状況 

 H26.12.16 犯罪対策閣僚会議決定「宣言：犯罪に戻らない・戻さない」により「全ての国民と共に『犯罪

に戻らない・戻さない』立ち直りをみんなで支える明るい社会を創り上げること」を宣言。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（３）新たなエネルギー社会の構築に

向けたエネルギー政策の推進 

◇我が国における再生可能エネルギー

の導入目標値の設定と施策の推進 

◇電気料金値上げ抑制と電力システム

改革の推進 

 

◆概算要求の状況 

生産段階：多様な共有体制の構築 経済産業省 

○再生可能エネルギーの最大限の導入       〔全〕１，５８６億円 

                       （〔全〕１，３６４億円）

 

消費段階：省エネの徹底推進と水素社会の実現 経済産業省 

○省エネの徹底推進               〔全〕２，０６４億円 

                       （〔全〕１，５６５億円）

○水素社会実現に向けた取組強化         〔全〕  ４０１億円 

                       （〔全〕  １６５億円）

○地産地消型エネルギーネットワークの構築    〔全〕   ８３億円 

                       （〔全〕   ６５億円）

 

新たな循環共生型の都市づくり・街づくりの推進 環境省 

○自立・分散型の再生可能エネルギー技術 

 開発・実証や資源循環の促進支援等       〔全〕  ２２０億円 

                       （〔全〕  ３０９億円）

 

 

    〔全〕１，３０７億円 

２６補正〔全〕１，０１２億円 

 

 

    〔全〕１，２８８億円 

２６補正〔全〕１，６１０億円 

    〔全〕  １１９億円 

２６補正〔全〕  ３１８億円 

    〔全〕   ３６億円 

２６補正〔全〕  ２０３億円 

 

 

 

    〔全〕  ２７５億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H25.4～５ 関西電力が電気料金値上げ 

 H25.4.２ 「電力システムに関する改革方針」閣議決定 

 Ｈ25.11.3、H26.6.11 電力システム改革に係る「電気事業法の一部を改正する法律」成立 

 Ｈ25.12.13 経済産業省総合資源エネルギー調査会基本政策分科会が「エネルギー基本計画」案取りまとめ 

 H26.4.1 「エネルギー基本計画」を閣議決定 

 H26.12.24 関西電力が電気料金再値上げを申請 

◇原子力発電に関する安全性の確保 

 

◆概算要求の状況 原子力規制委員会 

原子力規制・防災対策 

○原子力規制の継続的改善               〔全〕２５億円 

                          （〔全〕１５億円）

 

 

       〔全〕２５億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 Ｈ24.9.19  原子力規制委員会が発足 

 Ｈ25.7.8  新規制基準施行 

 H26.12.17 高浜原発３、４号機の「審査書案」について、原子力規制委員会が取りまとめ公表 

（４）「安全なまち大阪」を確立するた

めの警察基盤の充実・強化 

 ・装備資器材の整備・充実、 

警察官の増員等 

 

◆概算要求の状況 警察庁 

警察基盤の充実強化 

○人的基盤の充実強化              〔全〕  ５．９億円 

                       （〔全〕  2．８億円）

 ・地方警察官の増員 増員数 １，０２０人 

 ・国家公務員の増員 増員数   １５０人 

○装備資機材・警察施設の整備充実        〔全〕４３４．７億円 

                       （〔全〕３１６．５億円）

客観証拠重視の捜査のための基盤整備       〔全〕１２５．８億円 

                       （〔全〕１０３．５億円）

サイバー空間の脅威への対処           〔全〕 ２５．５億円 

                       （〔全〕 ２１．７億円）

テロ対策と大規模災害対策の推進         〔全〕１０４．４億円 

                       （〔全〕 ６３．３億円）

 

 

    〔全〕  ４．６億円 

  地方警察官の増員 

     〔全〕１，０２０人 

        うち府６３人 

    〔全〕３２９．４億円 

 

    〔全〕１０８．５億円 

 

    〔全〕 ２１．８億円 

 

    〔全〕 ８６．９億円 

 


